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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　ケニア共和国は、東部アフリカ地域に位置する人口約3000万人の国です。同国では、感染症が

国民の健康を奪う最大の脅威となっています。乳幼児の死亡原因では、呼吸器感染症や下痢症、

安価な予防接種により防げる感染症等が、いまだ上位を占めています。他方、成人人口における

ＨＩＶ／ＡＩＤＳの急激な蔓延は、生産年齢層にある人材の命を奪うことによって、社会経済の

根幹を揺るがしています。ケニア共和国は、近年、小児死亡率の上昇を経験している数少ない国

のひとつでもあります。

　当事業団の「ケニア国感染症研究対策プロジェクト・フェーズⅡ」は、1980年代初めより一貫

して当事業団が支援を行ってきたケニア中央医学研究所（ＫＥＭＲＩ）を実施機関とし、その研

究開発能力の向上を通じて同国における感染症対策の進展に貢献することを目的に、1996年５月

から５年間の計画で実施されており、本件終了時評価調査団は、2000年８月９日から８月26日ま

で派遣されました。同調査団の派遣に合わせ、ＫＥＭＲＩを実施機関として準備を進めている新

たな技術協力プロジェクト「ケニア国感染症および寄生虫症研究対策プロジェクト」の、特に国

際寄生虫対策イニシアティブに関連する部分について先方と協議を行うため、当事業団は、長崎

大学熱帯医学研究所教授の青木克己氏を短期調査員として、2000年８月20日から８月26日まで派

遣しました。

　本報告書は、同調査結果を取りまとめたものです。本調査にあたり多大なご協力を賜りました

内外の関係各位に対し、深甚なる謝意を表します。
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１．短期調査の派遣１．短期調査の派遣１．短期調査の派遣１．短期調査の派遣１．短期調査の派遣

１－１　調査の目的１－１　調査の目的１－１　調査の目的１－１　調査の目的１－１　調査の目的

(１) ケニア共和国（以下、ケニア）側関係者、ＪＩＣＡ事務所および日本大使館関係者、現

行プロジェクト（感染症研究対策プロジェクト・フェーズⅡ）の派遣専門家等との協議を

踏まえ、2001年５月開始を予定する新規プロジェクト（特に寄生虫症分野）の枠組み（方

向性、上位目標、到達目標、成果、活動および双方の投入等）について検討する。

(２) 協議結果については、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design

Matrix：ＰＤＭ) として取りまとめる。

１－２　調査の背景と経緯１－２　調査の背景と経緯１－２　調査の背景と経緯１－２　調査の背景と経緯１－２　調査の背景と経緯

　ケニア中央医学研究所（Kenya Medical Research Institute：ＫＥＭＲＩ）はケニアの医

学・生物学分野における中核的な研究所である。わが国は、ＫＥＭＲＩ設立当初より無償資金協

力・技術協力を組み合わせて同研究所の能力向上を支援してきている。1990年５月から1996年４

月まで実施された「感染症研究対策プロジェクト」では、下痢症、フィラリア症、住血吸虫症、

ウイルス性肝炎等の諸疾患、続いて1996年５月から2001年４月まで実施中の「感染症研究対策プ

ロジェクト・フェーズⅡ」では、ウイルス性肝炎、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、急性呼吸器感染症の諸疾

患を対象として、技術協力を実施してきている。

　1997年５月、当時の橋本首相は、デンバー・サミットにおいて国際寄生虫対策にかかるイニシ

アティブ（「橋本イニシアティブ」）を表明し、翌年５月のバーミンガム・サミットにおいて各

国首脳による基本合意がなされた。同イニシアティブに基づき、わが国政府は、アジアとアフリ

カに「人づくり」と「研究活動」のための拠点を設置し、寄生虫対策への国際的取り組みを強化

することを提案した。同提案を受けて1998年６月から７月にかけて実施されたプロジェクト形成

調査の結果、長年を通じて培われたわが国との協力関係およびそれらを通じて蓄積されてきた研

究実績等にかんがみ、ＫＥＭＲＩは、ガーナの野口記念医学研究所とともに、アフリカ地域にお

ける拠点施設として選定された。その後も、1998年11月から1999年１月、および2000年１月と、

２度の企画調査員派遣を経て、｢橋本イニシアティブ」に基づく具体的協力内容の検討が進めら

れてきた。

　前回企画調査の結果等も踏まえ、ケニア政府・ＫＥＭＲＩ側より、現行プロジェクト終了（2001

年４月30日）後の新規案件として、ウイルス性肝炎、急性呼吸器感染症、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、寄生

虫対策の主に４領域からなるプロジェクト方式技術協力の要望が出された。現行プロジェクトで

協力を行ってきたウイルス部門のさらなる展開可能性と、「橋本イニシアティブ」に基づく寄生
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虫部門の追加を念頭に置き、2001年５月１日開始をめざす新規プロジェクトの枠組みについて合

意を形成するため、事前調査団が派遣された。

　今回の短期調査は引き続き、主に寄生虫分野にかかる協力内容の詳細を関係者と協議するため

に派遣されたものである。

１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成

　調査員は、「橋本イニシアティブ」において中核的役割を果たしている寄生虫学会からの推薦

により、次の方に務めていただいた。

　　　寄生虫対策　　青木　克己　　長崎大学熱帯医学研究所教授

１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

日順 月日 曜日 　　　　　　　　　　　　移動および業務

1 8/20 日 青木短期調査員　日本発

2 8/21 月 青木短期調査員　ケニア着

ＪＩＣＡ事務所訪問

日本大使館表敬

3 8/22 火 ＫＥＭＲＩとの次期プロジェクト協議

4 8/23 水 ＫＥＭＲＩとの次期プロジェクト協議

5 8/24 木 青木短期調査員による講演

ＪＩＣＡ事務所報告、日本大使館報告

青木短期調査員　ケニア発

6 8/25 金 （移動）

7 8/26 土 青木短期調査員　日本着
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

(１) ケニア中央医学研究所（Kenya Medical Research Institute：ＫＥＭＲＩ）

Dr. Davy K. Koech Director

Dr. Patrick A. Orege Deputy Director (Research and Development)

Mr. Dunstan M. Ngumo Deputy Director (Administration and Finance)

Dr. W.M. Kofi-Tsekpo Chief Research Officer

Dr. Peter M. Tukei Chief Research Officer

Dr. Peter Waiyaki Chief Research Officer

Dr. Njeri Wamae Principal Research Officer, Centre for Microbiology

Research

Mr. N. Muhoho Senior Parasitologist, Centre for Microbiology Research

(２) 在ケニア日本国大使館

青木盛久　特命全権大使

川戸　　　書記官

(３) ＪＩＣＡケニア事務所

橋本栄治　所長

松本　淳　次長

倉科芳朗　所員

Mr. W. Nyambati　現地職員
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２．短期調査報告（青木短期調査員）２．短期調査報告（青木短期調査員）２．短期調査報告（青木短期調査員）２．短期調査報告（青木短期調査員）２．短期調査報告（青木短期調査員）

　調査期間中、以下の協議を行った。

(１) 全体会議

　日　時：８月22日　11：30～13：00

　参加者：日本側　５名、ケニア側　約15名

１) Dr. Oregeより、青木短期調査員（以下、青木調査員）の訪問目的（「橋本イニシア

ティブ」に関するＪＩＣＡプロジェクトのあるべき方針の説明と討議議事録＜Ｒ／Ｄ＞に

向けてＫＥＭＲＩが今後行うべき作業内容の説明）がＫＥＭＲＩ関係者へ説明された。

２) 青木調査員が行った説明と依頼は次のようである。

ａ) ｢橋本イニシアティブ」の説明：

　①予定されているＪＩＣＡプロジェクトの骨格（技術協力と第三国研修）

　②これまで行われた事前調査の結果報告

　③「橋本イニシアティブ」の目標と特徴

　④タイの事例報告

ｂ) ＫＥＭＲＩへの依頼：

　タイの事例を参考に下記のことを依頼した。

①青木調査員滞在中にＰＤＭを作成する。不可能ならoverall objective、spe-

cific objective、activityのみでもよい。

②Ｒ／Ｄ署名・交換時までにＰＤＭのなかで特に重要な項目を具体的に検討する

（カリキュラム、野外調査研修の場所の選定、研修場所、外国も含めて他の関連

機関への協力依頼など)。

３) 青木調査員の説明と依頼に対して会議で討議された結果を以下にまとめる。

①これまでプロジェクトの方向をＫＥＭＲＩは十分理解していなかったが、今回の

説明ではっきりしたので、依頼を受けた線に沿って検討する。

②ＫＥＭＲＩには寄生虫症研究グループがいくつかあるので、「橋本イニシアティ

ブ」にはこれらを統合してあたりたい。

③Operational researchの場所の候補地（クワレ＜Kwale＞、ブシア＜Busia＞、

キベラ＜Kibera＞）の長所と短所が説明された。

④ＪＩＣＡに送ったプロポーザルのなかで検討に値するのは、12、19、26、27の

みである。

⑤対象となる疾患に包虫症、オンコセルカ症、リーシュマニア症も入れたい。
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⑥「橋本イニシアティブ」はトレーニングが主体であることを理解した。そこで

ＫＥＭＲＩは、ＫＥＭＲＩのmandateである研究との整合性を考えなくてはいけ

ない。

　付記：会議のあとDr. Oregeより、次の２点について追加説明があった。

①「橋本イニシアティブ」に関して、ＫＥＭＲＩはＪＩＣＡへ送ったプロポーザル

のほかに、藤山先生（前プロジェクトリーダー）の指導でタイのＰＤＭを参考

に、トレーニングを主体としたＰＤＭを作成している。23日にこれを検討する。

②Dr. Oregeとしては、皆の協力が得られるために、各寄生虫症研究グループが調

査地としている３カ所をstudy siteとしたい。

(２) 小グループ会議

　日　　時：８月23日　10：30～13：00

　参 加 者：日本側　５名、ＫＥＭＲＩ側　約10名

　配布資料：ＫＥＭＲＩ作成ＰＤＭ、慶應大学竹内教授研究班作成training module

１) Dr. Oregeより、23日の会議では22日の理解に基づき、新規ＪＩＣＡプロジェクト

の、特に寄生虫部門について準備をしたいので、問題点、疑問点を述べて、意見をまと

めたいとの説明がなされた。

２) 青木調査員より討議の前に下記のコメントがなされた。

①ＫＥＭＲＩが作成したＰＤＭはタイのものに近いので安心したこと。

②23日の会議でこのＰＤＭが再検討され、修正された案を日本に持ち帰りたい。

③Ｒ／Ｄ署名・交換時までの６カ月間に、このＰＤＭをもとに発展させた年次計画

案、training module、カリキュラム案等を作成する必要がある。そのために

はＫＥＭＲＩは日本の関係者と密に連絡をとりながら作業を進めるべきである。

日本は全面的に協力するので、早くＫＥＭＲＩのコーディネーターを決めてほし

い。

３) 以後、会議はケニア側による討論に入った。彼らの討論の結論を記す。

ａ) ｢橋本イニシアティブ」の主体はトレーニングであることと、ＫＥＭＲＩの総合目

　標が研究であることの整合性について：

　｢橋本イニシアティブ」にはoperational researchが行われる。そこでＫＥＭＲＩ

はproblem response researchを行うことになる。このことは「橋本イニシアティ

ブ」においてもＫＥＭＲＩの役割が存在することを意味する。ＫＥＭＲＩはこれまで
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の基礎研究からre-orientation of researchすると考える。ＫＥＭＲＩのmandate

にnational impactをもつ研究の価値を追加できる。

ｂ) 現在進行中の寄生虫研究対策とこれから始まる「橋本イニシアティブ」との関係を

　どのようにするか：

　この問題提起に関しての討論はなされなかったが、寄生虫症を研究している３グ

ループが協力する必要があることは確認された。

ｃ) コーディネーター：

　青木調査員より、望ましい人材として、下記のことが述べられた。

　①寄生虫対策の経験をもつ人

　②寄生虫について幅広い知識をもつ人

　③ＷＨＯ、World Bankなど国際機関に人脈をもつ人

　これに対してDr. Oregeより、コーディネーターは細かいプロジェクトの方針が決

まってから人選するとの回答がなされた。しかし人選にあたっては、青木調査員の意

見を尊重するとの回答があった。会議出席者からはDr. N. Wamaeが候補者にあげら

れ、各study siteにもコーディネーターを置くべきであるとの提案がなされた。Dr.

Oregeは、後者の案は各研究グループの協力を得るうえでよい案であると評価した。

ｄ) トレーニングを受ける人材について：

　だれを教育するのかしっかり考えねばならない。Policy maker、manager、health

worker、communityの４グループが考えられる。ケニアにはケニア医療技術訓練学校

（ＫＭＴＣ）があるので、ここの卒業生を現場（study site）で訓練すれば、「橋

本イニシアティブ」のmiddle levelの人材育成は容易である。Policy makerのト

レーニングは重要で、対策の現場を見せるべきである。

ｅ) 対象となる寄生虫疾患について：

　青木調査員により「橋本イニシアティブ」はすべての寄生虫症を対象とすると説明

された。ケニアにおける疾病の重要度のランクはマラリアを最高位として、vector

borne diseaseが続き、腸管寄生虫症は低位である。西ケニアではマラリア、腸管

寄生虫症、オンコセルカ症／糸状虫症である。Dr. Oregeより、対象となる患者は

ＫＥＭＲＩで決めるのではなく、ＪＩＣＡ、保健省、その他関係者の意見を聞いて決

めるべきである、また、「橋本イニシアティブ」はKEMRI projectというよりre-

gional projectと位置づけて考えるべきであるとの考えが示された。

ｆ) 教育設備について：

　ブシアとクワレはトレーニング可能な設備がある程度整っている。
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ｇ) 第三国研修について：

　どこから何名受け入れ、教育するのかについて討議すべきであるとの提案がなされ

たが、Dr. Oregeはこの問題はカリキュラムその他が決まってから討論したいと述べ

た。そこで青木調査員は、この問題はtraining module、教育材料作製などに絡む

ので、早急にすべきであるとコメントした。研修に関してDr. Oregeより次の２点が

強調された。「橋本イニシアティブ」を成功させるには各国への協力依頼と、各国の

意向を知る必要がある。そのためにはワークショップの開催が必要である。また各国

にオーナーシップを与えるために、協力してくれるkey personを調べておく必要が

ある。参加者より、「橋本イニシアティブ」の効果はトレーニングを受けた人が自国

に戻り、他人を教育する波及効果にあることが指摘された。ケニアでは波及効果は十

分期待できるが、期待できない国もあるとの心配も述べられた。

ｈ) その他：

　詳しい討論には至らなかったが、下記の問題が参加者より提案された。

①ケニア以外の国でもトレーニングは可能か

②「橋本イニシアティブ」を行うことでＫＥＭＲＩの研究者はどんなメリットが

あるのか

③「橋本イニシアティブ」は現在進行中の感染症研究対策プロジェクトとどのよ

うに違うのか、その特徴は何か

４) 同席していた終了時評価調査団の瀧澤団員より議長へ、短期調査員の訪問の目的を

理解してもらって、議題をＰＤＭ案の作成に移すよう依頼があった。そして瀧澤団員よ

り詳しくタイのプロジェクトで作成されたＰＤＭについて説明がなされた。議長よりＫ

ＥＭＲＩで作成されたＰＤＭをタイのそれと比較検討して、修正意見を出すよう参加者

へ依頼がなされたが、ＫＥＭＲＩ研究者よりは修正案が出されなかったので、青木調査

員が私見を述べた。そこでこの会議では青木調査員の意見を取り入れ、とりあえず皆が

検討した案としてＪＩＣＡへ持ち帰ることとした。

５) 最後に青木調査員より、これから６カ月間にＫＥＭＲＩ側と日本側で「橋本イニシ

アティブ」に関して検討すべきことが多くあるので、たとえば暫定実施計画（ＴＳＩ）

の作成など、ケニア側の連絡責任者を決めるようDr. Oregeに要請した。しかしコー

ディネーターがしばらく決まらないので、決まるまではDr. Oregeと連絡して作業を進

めることになった。
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(３) 日本大使館報告

　８月24日

　青木大使から、｢橋本イニシアティブ」の進め方に関して、以下のコメントがあった。

①ＪＩＣＡではこの種のプロジェクトは初めてであるので、手探りでプロジェクト

を走らせることは仕方ない。じっくり構えてやるべきであり、また、専任のコー

ディネーターを配置して臨むべきである。可能であれば、寄生虫対策に造詣が深

く、国際機関等とも対等に話ができるレベルの人材が望ましい。

②周辺諸国の理解が必要であるので、ワークショップを何回も開いてお互いに十分

理解することが不可欠である。トレーニングを開始する前にじっくり議論し、合意

を得ることが大切である。また、周辺国にも直接的な便益がないと主体的な参加が

期待できないことから、「現地国内研修の出前（ケニアの人材が周辺国に出張して

現地国内研修を開催する）」等の仕組みを考えるべきである。
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３．新規プロジェクトについて３．新規プロジェクトについて３．新規プロジェクトについて３．新規プロジェクトについて３．新規プロジェクトについて

３－１　経　緯３－１　経　緯３－１　経　緯３－１　経　緯３－１　経　緯

　ＫＥＭＲＩは、｢橋本イニシアティブ」における国際寄生虫対策センターのひとつとして選定

されている。したがって、現行プロジェクトが2001年４月をもって終了した後には、「国際寄生

虫対策イニシアティブ」にかかる活動内容を盛り込んだ新規プロジェクトを開始することが決定

されている。すでに2000年４月には同プロジェクトにかかる事前調査団を派遣し、活動の枠組み

についてＫＥＭＲＩをはじめとするケニア側関係機関との協議を行った。他方、現行プロジェク

トにおいて実施した諸活動のなかには、終了時評価でも確認したとおり、よりいっそうの発展の

ために、ＪＩＣＡによる継続的な支援を行うことが望ましいものが含まれている。新規プロジェ

クトについては、これらの事情を踏まえ、現行プロジェクトに関連した活動の発展形となるコン

ポーネントと、国際寄生虫対策イニシアティブに関連して新たに導入されるコンポーネントとの

２つが併存する形となることが想定されている。

　2000年４月の事前調査においては、新規プロジェクトについて、｢感染症および寄生虫症研究

対策（Research and Control of Infectious and Parasitic Diseases）」のタイトルで、①

国際寄生虫対策センターとしてのＫＥＭＲＩの機能強化と、②対象疾患（ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、急

性呼吸器感染症、ウイルス性肝炎）に関するＫＥＭＲＩのオペレーション･リサーチおよび応用

研究実施能力強化の２つを通じて、効果的な感染症対策のための人材育成と戦略開発を図るプロ

ジェクトとすることで基本合意を得た。

　同合意に基づき、終了時評価調査団派遣前には、ＫＥＭＲＩ側より新規プロジェクトの具体的

な活動にかかる30を超えるプロポーザルが提出された。提出されたプロポーザルは、個々に独立

した研究スタッフがそれぞれの関心研究テーマを書いたとの印象が強く、ＫＥＭＲＩとして戦略

的に取捨選択・取りまとめられたものではなかった。また、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、急性呼吸器感染

症、ウイルス性肝炎に関連するプロポーザルについては、これまでの業績・研究開発結果を踏ま

えて、そのうえにさらなる発展を期するという考えがみられず、国際寄生虫対策に関連するプロ

ポーザルについては、具体的な対策強化につながる人材育成に重点を置くとの視点が欠如してい

る等、新規プロジェクトにかかる基本的なコンセプトの理解が不十分であると考えられた。それ

ぞれのプロポーザルについては、多くの労力と時間をかけて作成されたものであると考えられる

が、残念ながらそれをベースに議論を進めるとの考えはあきらめざるを得なかった。

　結局のところ、日本側が議論をリードすることとなり、ケニア側のイニシアティブを引き出せ

なかったことは、大きな反省点として残る。現行プロジェクトの開始時にも同様の試みがなさ

れ、結果的に活動内容がきわめて多岐にわたるものとなった経緯があるが、それぞれに独立性の

強い研究センターにより構成され、同一研究センター内部でも研究スタッフごとに独立性が強い
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ＫＥＭＲＩにおいては、「組織決定」による優先事業の絞り込み等を期待することは、いまだ難

しいようである。

　研究資金を外部ソースに依存せざるを得ず、海外の研究機関が持ち込む研究テーマを受け入れ

たり、研究グラントが獲得できた研究をとにかく実施したりすることで辛うじて組織を維持して

いる発展途上国研究機関の現実にかんがみ、主体性の欠如を責めることは適切でない。また、今

回の件については、ＪＩＣＡ側としても新規案件のコンセプトを十分に固めきれていなかったと

いう点も、問題の一端であろう。しかしながらＫＥＭＲＩには、保健省によるガイダンスのも

と、ケニアの保健セクターにおいて真に必要とされている優先研究開発事業をみずから選定し、

それらに向けてさまざまなドナーからの援助を組み合わせ、集中的な取り組みを行っていくよう

な姿勢を今後期待したい。現在ＫＥＭＲＩに資金を提供している「共同研究機関」とは異なり、

「開発援助機関」としてＫＥＭＲＩの発展に長年貢献してきたＪＩＣＡとしては、今後もそのよ

うなＫＥＭＲＩにおける研究機関としての真の自立発展性強化のために支援を行っていくべきで

あろう。

３－２　活動内容３－２　活動内容３－２　活動内容３－２　活動内容３－２　活動内容

　新規プロジェクトの計画のうち、現行プロジェクトに関連した活動については、終了時評価

調査団員、派遣中日本人専門家、ＫＥＭＲＩ側関係者の間で意見交換を行い、別添概念図（附

属資料①）を作成した。また、国際寄生虫対策に関連した活動については、青木短期調査員とＫ

ＥＭＲＩ側関係者との間で意見交換を行い、別添ＰＤＭ案（附属資料②）を先方に提示した。そ

の後ＫＥＭＲＩ側で、Dr. Wamaeを中心に同案をもとにしたＰＤＭ案（附属資料③）が作成され、

送付越されている。

　これらをもとに整理すると、新規プロジェクトの活動内容については、次の３領域にまとめる

ことが可能である。

　　①輸血血液のスクリーニング（ＨＩＶおよび肝炎ウイルス）改善に資する研究開発事業

　　②ＨＩＶ感染者に対するケア（特に日和見感染症）改善に資する研究開発事業

　　③国際寄生虫対策の推進（人材育成と国際ネットワーク）に資する研究開発事業

　なお、ここでの整理は、Ｒ／Ｄ署名・交換前あるいは署名・交換時に、再度ＫＥＭＲＩ側と協

議したうえで、確定する必要がある。

　「輸血血液のスクリーニング（ＨＩＶおよび肝炎ウイルス）改善に資する研究開発事業」は、

これまでの技術協力の成果として、ＫＥＭＲＩにおける現地生産が可能となったＢ型肝炎ウイル

ス診断キット（KEMRI HEPCELL Ⅱ）およびＨＩＶ－１診断キット（KEMRI PA）を機軸に、全国

的な輸血用血液スクリーニング事業の改善をねらったものである。両キットの現地生産にかかる

技術移転については、一通り完了しているが、その継続的生産体制を確立するためには、資材調
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達および品質管理の面等で、若干の支援が不可欠である。また、検査キットを用いる地方レベル

の検査技師に対しトレーニングを行い、検査手技の標準化および精度管理を行うことも必要であ

る。本領域における具体的な活動内容としては、以下が想定される。

・ＫＥＭＲＩ製造検査キットの自立的生産・品質管理体制の確立

・ＫＥＭＲＩ製造検査キットの普及促進（保健省への有償供給、ＮＧＯによる無償配布）

・ＫＥＭＲＩ製造検査キットを用いた検査手技の標準化および精度管理（地方検査技師のト

レーニング、パネル血清の製造・配布を通じた検査精度確認調査）

・スクリーニング血液を用いた陽性血液の収集・保存（将来の研究開発事業に備えた血清バ

ンク機能の確立）

・スクリーニング血液を用いたＨＩＶ流行株のモニタリング・分離培養

・スクリーニング血液を用いたＨＣＶ感染率のモニタリング

　検査キットの製造・普及事業をよりいっそう効果的・効率的に進めるためには、これまで２つ

に分かれていたＨＩＶ部門とウイルス性肝炎部門の関連するカウンターパートをひとつのグルー

プにまとめることが望ましいと考えられる。本領域については、ウイルス学を専門とする専門家

を長期で派遣し、製造工程管理等について継続的に技術指導を行う必要があろう。重要なこと

は、ウイルス学の領域のみならず、在庫管理、中間原料調達等のマーケティング関連業務につい

ても、当該分野専門家あるいはプロジェクト調整員等を通じ、確実にＫＥＭＲＩのみで実施でき

るよう技術移転を行うことである。ＨＩＶ流行株のサーベイ、ＨＣＶ感染率のサーベイ等につい

ては、時期と場所を特定して定期的に実施する性格のものであり、適宜短期専門家派遣によって

補うことが可能であると考えられる。

　｢ＨＩＶ感染者に対するケア（特に日和見感染症）改善に資する研究開発事業」は、現行プロ

ジェクトを通じてＫＥＭＲＩに移転した、伝統薬草木の抗ウイルス活性スクリーニングや、呼吸

器感染症の細菌学・ウイルス学的検査技術等を活用し、資源制約がきわめて大きいケニアのよう

な環境においても実現可能なＨＩＶ感染者に対するケアのあり方について検討することをねらっ

たものである。本領域における具体的な活動内容としては、以下が想定される。

・伝統薬草木の日和見感染症（ＨＳＶ）予防・治療効果の検証

・伝統薬草木の抗ＨＩＶ効果の検証

・日和見感染症（ＨＳＶ、ＰＣＰ、結核）疫学情報の収集分析および予防・治療指針の検討

　プロジェクトにより一体感をもたせ、全体としての目的を明確にするためには、急性呼吸器感

染症部門を独立した部門とせずに、エイズ日和見感染症の予防・治療に資する研究開発を行う部

門として統合することが望ましいと考えられる。疫学調査等に関しては、より多くの検体を集め

ることに注意が集中し、明確な目的意識とコスト意識に基づいた研究計画の立案がおろそかにな

りがちである。本領域については、潜在的な研究対象がきわめて多岐にわたることから、計画策
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定に際しては、特に注意が必要である。

　なお、活動地域としては、現行プロジェクトで妊婦を対象としたＶＣＴを行っている西ケニア

地方（キスム、ブシア）とすることが、継続性の観点からは望ましいと考えられる。データの集

積という観点からも、コホートはむやみに変更すべきではない。キリフィ地区で20年にわたり

ＫＥＭＲＩとマラリアの共同研究に取り組んでいるウエルカムトラストの研究成果を見るにつけ

ても、コホートの継続性はきわめて重要な要素である。

　しかしながら、西ケニアについては、ＫＥＭＲＩキスム支所・ブシア支所両施設への機材投入

やナイロビとの移動費・検体輸送コスト等がかさむこと、他共同研究機関との競合関係がますま

す厳しくなっていること等複雑な問題もあり、別途コホートを立ち上げることも検討が必要であ

る。ただし、別途コホートを立ち上げる場合でも、長期的な展望に基づいて対象を選定すること

が重要であろう。

　本領域の専門家としては、感染症疫学または臨床のバックグラウンドを有する人材が適してい

ると考えられる。ただし、伝統薬のスクリーニングについては、やや異なる領域であり、別途短

期専門家派遣等を通じて支援することが必要であろう。

　｢国際寄生虫対策の推進（人材育成と国際ネットワーク）に資する研究開発事業」は、寄生虫

対策を進めるために、人材育成と国際ネットワークの構築を進めるとする「橋本イニシアティ

ブ」の思想を実現するための諸活動であり、上記領域とは性格を異にする。ここでいう研究開発

事業とは、主として人材育成モジュールの開発や国際的な人的ネットワークの確立を指す。本領

域における具体的な活動内容としては、以下が想定される。

・人材育成モジュール（カリキュラム、教材）の開発

・人材育成施設の整備

・指導教官の育成

・政策決定者・プログラムマネージャー等を対象とする研修の実施（第三国研修と連携）

・研修内容の現場への応用を助けるためのオペレーション・リサーチの実施

・（東南部）アフリカ地域の主要関係者からなる国際支援委員会の設立

・国際ワークショップを通じた地域内人材育成ニーズ調査と成果のモニタリング

・他の国際寄生虫対策センター（タイ、ガーナ）との情報・人材交流の推進

　このうち、研修内容の現場への応用を助けるためのオペレーション・リサーチの実施について

は、フィールドでの研究開発事業を伴うものであるが、その目的はあくまでも現場の状況を踏ま

えた人材育成事業を展開することにあり、オリジナルな研究開発成果を求めるものではない。そ

の意味からも、これまでの外部研究機関（ウエルカムトラスト、米国疾病管理センター＜ＣＤＣ＞

等）との共同研究等を通じてすでに先駆的な活動が展開されているフィールドを、外部研究機関

の協力も得て最大限に活用すべきである。一般的に研究機関はそれぞれが抱えるフィールドに外
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部の人間が入ることを好まないが、研究実施を目的とするものではなく、むしろ研究成果の普及

に主眼があることを説明すれば、協力を取り付けることは十分に可能である。共同研究で得られ

た成果をいかに活用するかについては、もとよりＫＥＭＲＩおよびケニア政府が主体的に取り組

まなければならないはずの事項であり、各共同機関との調整については、ＫＥＭＲＩのイニシア

ティブを期待したいところである。

　人材育成事業を本格的に実施するための基盤整備として、ケニア政府よりＫＥＭＲＩに対する

新たな無償資金協力（研修施設および宿泊施設の建設）の要請が提出されている。現実的な問題

として、ＫＥＭＲＩには研修のためのスペースはほとんどない。しかしながら、たとえば政策決

定者レベルの研修を行う場合には、実習施設は必要なく、コンフェランス・ルームや外部ホテル

等の借り上げ等で対処も可能である。視聴覚機器や教材作製用機器等に対するある程度の支援は

必要であると思われるが、大規模な施設整備については、維持管理にかかる経常経費負担も加味

し、慎重に検討するべきである。

　周辺国に比して明確な比較優位をもつタイの国際寄生虫対策センター（マヒドン大学）の事例

とは異なり、アフリカ地域の場合はケニア（あるいはガーナ）が寄生虫対策分野で飛び抜けて知

見や実績を有しているわけではない。その意味から、アフリカ地域における国際寄生虫対策は、

より水平的なネットワークを確立し、ケニア（ＫＥＭＲＩ）も含め、相互に学び合う・刺激し合

うとの姿勢が重要であると考えられる。そのような水平的ネットワークの構築を図るためには、

イニシアティブ開始初期から周辺国のリソース・パーソンからなる（おそらく対象とする疾患ご

とに）国際支援委員会のような枠組みを形成し、情報・意見交換を行いつつ、そこで合意された

方針に基づいて地域的な人材育成やその他事業を展開していくことが有効であると考えられる。

たとえば、アジア・アフリカ・ネットワーク強化支援費等を活用し、そのような枠組み形成を促

進するための域内ワークショップを、プロジェクト開始後早い段階で開催する等も、前向きに考

慮すべきであろう。

　なお、現行プロジェクトで実施してきた研究事業のうち、急性呼吸器感染症における薬剤耐性

菌サーベイ、ナイロビ・キベラ地区を対象とした疫学・健康教育関連研究等、現状では上記カテ

ゴリーで整理できない活動もあり、それらをどう扱うかは別途考慮が必要である。ただし、終了

時評価でも教訓として指摘されたとおり、あまり活動の範囲を広げすぎることは、運営管理上、

好ましくない。

３－３　実施体制３－３　実施体制３－３　実施体制３－３　実施体制３－３　実施体制

　ＫＥＭＲＩ側は、新規プロジェクトの先方プロジェクト・コーディネーターとしてMr.Mpokeを

正式に任命した。ただし、寄生虫対策イニシアティブに関連する部分の先方責任者は、Dr.Wamae

になる見込みである。おそらく、両氏が新規プロジェクトにおけるカウンターパートの中核にな
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るものと思われる。現行プロジェクトから発展した部分については、基本的にはこれまでのカウ

ンターパートが引き続き従事していくものと思われるが、終了時評価でも教訓として指摘された

とおり、コアとなるメンバーを厳選し、プロジェクト途中での入れ替わりを防ぐことが必要であ

る。また、若手研究者の育成に、より目を向けることが肝要であろう。

　診断キットの製造については、外部機関（National Regulatory Authority）による製品・

工程検査が不可欠であり、またその購入・普及については、保健省の協力が不可欠である。寄生

虫対策イニシアティブについても、人材育成がインパクトを生むためには、保健省の協力が不可

欠であることは言うまでもない。その意味から、新規プロジェクトにおいては、保健省をはじめ

とする外部関係機関との協力体制の構築がいっそう重要となることは間違いない。定期ミーティ

ングを開催し情報交換を推進する等、協力体制を制度化することも考慮する必要があるものと思

われる。

　診断キットのより広範な普及を助けるため、保健省のネットワークに加え、ＮＧＯ（具体的に

は、僻地医療施設に定期的に飛行機を飛ばし、医者の派遣や物品の輸送を行っているＡＭＲＥＦ）

のネットワークを利用するとの構想も、考慮されるべきオプションである。ＨＩＶ－１診断キッ

トについては、供給可能量が全体必要量に比してきわめて限られているという実状もあり、電気

等インフラの脆弱な僻地の医療機関に優先的に配布することが現実的であることからも、現実味

のある構想であると考えられる。ただし、その場合でも財務的な自立発展性の確保には留意が必

要であり、無償提供ではなく、保健省による買い取り（配布部分のみ、当面プロジェクトでＮＧＯ

を通じて支援）等のアレンジを検討する必要があろう。
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①①①①①　現行プロジェクト関連活動の新規展開図式（概念図　現行プロジェクト関連活動の新規展開図式（概念図　現行プロジェクト関連活動の新規展開図式（概念図　現行プロジェクト関連活動の新規展開図式（概念図　現行プロジェクト関連活動の新規展開図式（概念図)))))

②②②②②　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（青木短期調査員案　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（青木短期調査員案　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（青木短期調査員案　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（青木短期調査員案　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（青木短期調査員案)))))

③③③③③　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（　国際寄生虫対策関連活動のＰＤＭ案（Dr. W a m a eD r . W a m a eD r . W a m a eD r . W a m a eD r . W a m a e案案案案案)))))
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